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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第73期
第３四半期
連結累計期間

第74期
第３四半期
連結累計期間

第73期

会計期間
自 2019年４月１日
至 2019年12月31日

自 2020年４月１日
至 2020年12月31日

自 2019年４月１日
至 2020年３月31日

売上高 (百万円) 36,241 36,245 47,702

経常利益 (百万円) 1,613 1,884 1,951

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

(百万円) 1,115 1,323 1,420

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,313 1,110 1,270

純資産額 (百万円) 18,211 18,952 18,168

総資産額 (百万円) 42,337 42,288 41,538

１株当たり四半期（当期）
純利益

(円) 170.92 202.66 217.57

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 43.0 44.8 43.7
 

 

回次
第73期
第３四半期
連結会計期間

第74期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2019年10月１日
至 2019年12月31日

自 2020年10月１日
至 2020年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 68.72 70.24
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営ま

れている事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関

する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な

影響を与える可能性があると認識している主要なリスクの発生または前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社およ

び連結子会社）が判断したものであります。　

　

(1) 経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間（２０２０年４月１日から２０２０年１２月３１日まで）のわが国

経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、国内外の経済活動が抑制され、厳しい状況と

なりました。

このような環境の中、当社グループにおいては、国内物流事業は、一般貨物輸送の取扱いは減

少しましたが、倉庫保管、流通加工、配送の取扱いが増加し、増収増益となり、国際物流事業

は、輸出入貨物、輸出車両の海上輸送、港湾作業の取扱いが減少し、減収減益となりました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は３６２億４千５百万円（前年同期比３百万

円の増収、０.０１％増）、国内物流事業の増収効果により、営業利益は１８億３千２百万円（前

年同期比２億８千７百万円の増益、１８.６％増）、経常利益は１８億８千４百万円（前年同期比

２億７千１百万円の増益、１６.８％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は１３億２千３百

万円（前年同期比２億７百万円の増益、１８.６％増）となりました。

 
当社グループのセグメント別の業績は、次のとおりであります。

　

  国内物流事業

国内物流事業におきましては、新型コロナウイルス感染症に伴う巣ごもり需要により、宅配関

連商品等の貨物取扱いが増加しました。

倉庫業は、保管残高が増加し、売上高は５１億６千９百万円（前年同期比１.７％増）、流通加

工業は、取扱いが増加し、売上高は５６億７千５百万円（前年同期比１７.７％増）、陸上運送業

は、一般貨物輸送の取扱いは減少しましたが、配送取扱件数が増加し、売上高は１２９億９百万

円（前年同期比４.２％増）となりました。

以上の結果、国内物流事業の売上高は２４３億７千８百万円（前年同期比１４億６千３百万円

の増収、６.４％増）、営業利益は２６億１千９百万円（前年同期比４億４千２百万円の増益、２

０.３％増）となりました。

 
　 国際物流事業

国際物流事業におきましては、新型コロナウイルス感染症による海外諸国での様々な規制等に

伴うサプライチェーン停滞の影響により、貨物取扱いは厳しい状況となりました。

国際運送取扱業は、海運貨物、輸出車両の海上輸送の取扱いが減少し、売上高は１０２億７千

１百万円（前年同期比１３.０％減）、港湾作業は、船内荷役・沿岸荷役とも減少し、売上高は１

４億６千４百万円（前年同期比１２.４％減）となりました。

航空運送取扱業は、航空貨物輸送スペースの供給不足から運賃が上昇し、売上高は８億４千２

百万円（前年同期比４４.８％増）となりました。

以上の結果、国際物流事業の売上高は１２５億７千７百万円（前年同期比１４億７千７百万円

の減収、１０.５％減）、営業利益は３億７千５百万円（前年同期比１億５千７百万円の減益、２

９.６％減）となりました。
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(2)　財政状態の状況

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末と比較して７億４千９百

万円増加し４２２億８千８百万円となりました。この主な要因は、有形固定資産の減価償却の進

捗等により固定資産が８億７千９百万円減少したものの、受取手形及び営業未収金や現金及び預

金の増加等により流動資産が１６億４千３百万円増加したことによるものであります。

一方、負債合計は、前連結会計年度末と比較して３千３百万円減少し２３３億３千６百万円と

なりました。この主な要因は、営業未払金が７億３千２百万円増加したものの、借入金が長期、

短期合わせて８億３千万円減少したことによるものであります。

純資産合計は、前連結会計年度末と比較して７億８千３百万円増加し１８９億５千２百万円と

なりました。この主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金が増

加したことによるものであります。

総資産の増加及び負債の減少により、自己資本比率は、前連結会計年度末の４３.７％から４

４.８％へ改善した一方で、借入金依存度は、前連結会計年度末の３０.４％から２７.７％へ低下

しました。

 
決算年月 2019年12月 2020年12月 2020年３月

自己資本比率（％） 43.0 44.8 43.7

借入金依存度（％） 29.9 27.7 30.4
 

 

(3)　優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変

更または新たに生じた課題はありません。

 

(4)　研究開発活動

該当事項はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありませ

ん。　
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,800,000

計 24,800,000
 

 

② 【発行済株式】
 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2020年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（2021年２月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,536,445 6,536,445
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株で
あります。

計 6,536,445 6,536,445 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2020年12月31日  ―  6,536  ―  5,376  ― 3,689
 

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認でき

ないため、記載することができないことから、直前の基準日（2020年９月30日）に基づく株主名簿

による記載をしております。

① 【発行済株式】
   2020年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式 7,300
 

― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,518,600
 

65,186 ―

単元未満株式 普通株式 10,545
 

― ―

発行済株式総数  6,536,445
 

― ―

総株主の議決権 ― 65,186 ―
 

(注) １　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式100株（議決権１個）が含

まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式37株が含まれております。

　

② 【自己株式等】
  2020年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）
ケイヒン株式会社

東京都港区海岸３丁目４－20 7,300 － 7,300 0.11

合計 ― 7,300 － 7,300 0.11
 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2020年10

月１日から2020年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受け

ております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】
           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,637 4,952

  受取手形及び営業未収金 5,192 6,175

  電子記録債権 234 257

  その他 1,048 1,371

  貸倒引当金 △5 △5

  流動資産合計 11,108 12,751

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 47,366 47,660

    減価償却累計額 △33,334 △34,174

    建物及び構築物（純額） 14,032 13,485

   機械装置及び運搬具 3,370 3,372

    減価償却累計額 △2,472 △2,626

    機械装置及び運搬具（純額） 898 746

   工具、器具及び備品 2,567 2,668

    減価償却累計額 △2,156 △2,267

    工具、器具及び備品（純額） 411 401

   土地 6,809 6,809

   リース資産 1,173 1,323

    減価償却累計額 △513 △598

    リース資産（純額） 659 725

   建設仮勘定 30 32

   有形固定資産合計 22,842 22,200

  無形固定資産   

   借地権 977 977

   その他 507 450

   無形固定資産合計 1,484 1,427

  投資その他の資産   

   投資有価証券 4,944 4,797

   繰延税金資産 248 229

   その他 892 881

   貸倒引当金 △40 △44

   投資その他の資産合計 6,044 5,864

  固定資産合計 30,371 29,492

 繰延資産   

  社債発行費 58 44

  繰延資産合計 58 44

 資産合計 41,538 42,288
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  営業未払金 4,141 4,873

  短期借入金 4,372 4,532

  1年内償還予定の社債 200 700

  リース債務 202 205

  未払法人税等 384 313

  その他 1,690 1,730

  流動負債合計 10,992 12,355

 固定負債   

  社債 4,300 3,700

  長期借入金 3,771 2,781

  リース債務 517 591

  繰延税金負債 36 75

  役員退職慰労引当金 958 990

  退職給付に係る負債 2,431 2,483

  その他 361 358

  固定負債合計 12,377 10,980

 負債合計 23,370 23,336

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,376 5,376

  資本剰余金 4,415 4,415

  利益剰余金 7,871 8,868

  自己株式 △13 △13

  株主資本合計 17,649 18,646

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 874 683

  為替換算調整勘定 △271 △308

  退職給付に係る調整累計額 △83 △68

  その他の包括利益累計額合計 518 305

 純資産合計 18,168 18,952

負債純資産合計 41,538 42,288
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

売上高 36,241 36,245

売上原価 33,238 32,966

売上総利益 3,003 3,279

一般管理費 1,457 1,446

営業利益 1,545 1,832

営業外収益   

 受取利息及び配当金 184 181

 その他 52 46

 営業外収益合計 236 227

営業外費用   

 支払利息 89 74

 為替差損 39 76

 その他 39 24

 営業外費用合計 168 175

経常利益 1,613 1,884

特別利益   

 固定資産売却益 0 0

 特別利益合計 0 0

特別損失   

 固定資産処分損 2 0

 特別損失合計 2 0

税金等調整前四半期純利益 1,610 1,884

法人税、住民税及び事業税 444 556

法人税等調整額 50 4

法人税等合計 494 561

四半期純利益 1,115 1,323

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,115 1,323
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

四半期純利益 1,115 1,323

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 216 △190

 為替換算調整勘定 △45 △37

 退職給付に係る調整額 27 14

 その他の包括利益合計 197 △212

四半期包括利益 1,313 1,110

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,313 1,110

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）
 

該当事項はありません。

 

（追加情報）
 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する会計上の見積りにおいて、前連結会計年度の有

価証券報告書の（追加情報）に記載いたしました仮定に重要な変更はありません。

 
（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりませ

ん。なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）

は、次のとおりであります。
 

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年12月31日）

減価償却費 1,331百万円 1,410百万円
 

 

（株主資本等関係）
　

前第３四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年12月31日）

配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年５月22日
取締役会

普通株式 326 50.0 2019年３月31日 2019年６月28日 利益剰余金
 

 

当第３四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年12月31日）

配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年５月22日
取締役会

普通株式 326 50.0 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】
　

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年12月31日）
　

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
 

    （単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２国内物流事業 国際物流事業 合計

売上高      

  外部顧客への売上高 22,286 13,955 36,241 － 36,241

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

627 100 728 △728 －

計 22,914 14,055 36,970 △728 36,241

セグメント利益 2,177 532 2,709 △1,164 1,545
 

（注） １　セグメント利益の調整額△1,164百万円は、主に各報告セグメントに配分していない全社
費用△1,164百万円であります。全社費用は、主として報告セグメントに帰属しない一般
管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年12月31日）
　

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
 

    （単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２国内物流事業 国際物流事業 合計

売上高      

  外部顧客への売上高 23,752 12,493 36,245 － 36,245

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

625 84 710 △710 －

計 24,378 12,577 36,955 △710 36,245

セグメント利益 2,619 375 2,994 △1,162 1,832
 

（注） １　セグメント利益の調整額△1,162百万円は、主に各報告セグメントに配分していない全社
費用△1,162百万円であります。全社費用は、主として報告セグメントに帰属しない一般
管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）
　

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

 １株当たり四半期純利益金額 170.92円 202.66円

 （算定上の基礎）   

 親会社株主に帰属する四半期純利益金額
 （百万円）

1,115 1,323

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

 普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期
 純利益金額（百万円）

1,115 1,323

 普通株式の期中平均株式数（千株） 6,529 6,529
 

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）
 

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

 

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

２０２１年２月１０日

ケイヒン株式会社

取締役会  御中
 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 海　野　隆　善 印
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 齋　藤　克　宏 印
 

 
監査人の結論
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられて

いるケイヒン株式会社の２０２０年４月１日から２０２１年３月３１日までの連結会計年度の第３四半

期連結会計期間（２０２０年１０月１日から２０２０年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期

間（２０２０年４月１日から２０２０年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四

半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ケイヒン株式会社及び連結子会社

の２０２０年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成

績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半

期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す

る規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠

して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を

作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結

財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す

る責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立

の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レ

ビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の

四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な

不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我

が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示され

ていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な

不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を

喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半

期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は

継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結

財務諸表の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注

記事項を含めた四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取

引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を

入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任

がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レ

ビュー上の重要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以上
 

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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